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令和５年３月６日 

経済産業大臣 殿
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フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律第７９条の規定により、情報

処理センターの事業計画書及び収支予算書の認可を申請します。

事業所の名 称 ： ＪＲＥＣＯ情報処理センター

事業所の所在地 ： 〒１０５－００１１

東京都港区芝公園３－５－８ 機械振興会館４０６－２

電 話 番 号 ： ０３－５７３３－５３１１

なお、法律第７９条第１項に規定する事項を満足し認可を受けるに資する書類として、

以下の書類を添付します。

（添付書類）

１．事業計画書（令和５年度）

２．予定貸借対照表および予定損益計算書（令和５年度）（収支予算書（令和５年度

計画）を含む）

３．予定貸借対照表および予定損益計算書（令和４年度）



                             

 

令和５年度事業計画書 

（令和５年４月１日〜令和６年３月３１日） 

 

 

一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構 

JRECO 情報処理センター 

 

 

 当機構は、平成２７年１月２７日付けでフロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関す

る法律（平成１３年法律第６４号。以下｢法｣という。）第７６条に基づく情報処理センター

に指定されたことを受け、法第７７条に規定する業務を行う。 

 当機構では、令和５年度の JRECO 情報処理センターの事業として、業務規程に基づき、

以下の業務を行う。 

 

（１）情報処理業務の実施に関する事項 

① 情報処理業務の内容 

JRECO 情報処理センターは、法第７７条に掲げる以下の情報処理業務を令和４年度

に引き続き適切かつ確実に実施する。 

・ 法第３８条第１項及び法第４０条第１項の規定による登録に係る事務を電子情報処

理組織により処理する。 

・ 上記登録事務を電子情報処理組織として構成される電子計算機その他の機器を使用 

・管理、並びにプログラム、データ、ファイル等を作成し、及び保管する。 

・ 法第３８条第２項（法第４０条第２項において準用する場合を含む。）の規定による

通知並びに法第３８条第３項（法第４０条第２項において準用する場合を含む。）の

規定による記録及び保存を行う。 

 

また、本年度の情報処理業務に関して、年間登録件数は３,５００件を見込んでいる。 

これは昨年度の年間登録見込み件数が２,５００件であったが、ウィズコロナの新たな段

階へ移行したことにより、経済活動の正常化とともに登録件数も復調傾向にあり、情報

処理センターに関連するログブックの使用状況も堅調なことから、昨年度の登録見込み

件数に伸び率（１.４倍）を適用して見込んだものである。 

なお、令和５年３月１日現在の情報処理センターへの管理者・廃棄者、充塡回収業者

の登録事業所数は下記の通りである。 

・ 管理者・廃棄者    １６,８１４（機器登録台数は１８８,２６９台） 

・ 充塡回収業者      ２,３９５ 

（充塡回収業者の場合、１事業所で複数の都道府県を登録している都道府県をそれぞ

れ個別に累計した場合は ６,７２１） 

 

 

添付資料１ 



② 情報処理業務に関連する問い合わせ対応や事務処理について、適正に処理できる体

制の構築と、効率的な実施 

人員体制は、本年度において登録件数として昨年度の１.４倍の件数を見込むが、こ

れまでのノウハウの蓄積等の活用及び情報処理センターの利用や認知度の更なる向上の

ための普及啓発活動等をより効率的に実施していくため、情報システム部を３名体制と

してシステムの適正な運用に当たることとする。 

経理に関しては、情報処理センター利用のために預託された預かり金と、情報処理セ 

ンターの利用時に利用料金として当機構が収受した金銭、及び情報処理センター利用に

応じて発行する請求書や徴収する金銭については、収支計画書に基づき適切に管理す

る。なお、情報処理センター単体での収支実績及び計画は、令和４年度見通しは赤字、

令和５年度計画は黒字の見通しとなっている。これはコロナ禍における業務形態の変化

を踏まえて、収支計算書の計算方法を見直したことによる。業務のリモート化等が進め

られたことにより会議費等の管理費においてコロナ禍前に比べて変化が見られた。一方

で、RaMS 事業から情報処理センターへの分離会計は、従来は売上比率（RaMS 全体

の売上に占める情報処理センターの売上）を用いて費用を按分していたため、ウィズコ

ロナの勤務実態を正確に反映させることができなくなっていた。そこで、令和４年度見

通しと令和５年度計画において、従業員の業務量に依存する科目については、各従業員

の業務量から算出した人頭比率を適用することとした。情報処理センターの収支の経年

における整合性の確保のため、この計算方法を情報処理センターの事業開始当初から適

用し、その結果を令和４年度期首残高に反映した。これは令和５年度以降も適用するこ

ととする。 

 

（２）情報処理業務に用いる設備の維持及び更新の見通し 

① 機器更新や拡充等各種の機能改善の適切な実施 

情報処理業務を実施するために必要な電子計算機その他の機器については、データの 

使用可能領域は最大６４TB に対して、現在の使用領域は４８.２GB（OS などを含む 

全使用容量）であるため、本年度の登録件数として１.４倍を見込んでもデータ処理及 

びデータ容量に関しては十分な余裕があり、基本的には機器の更新や拡充の必要性は 

なく現状維持とするが、セキュリティの強化等の変更を必要に応じて実施することと 

する。 

 一方、現在使用しているバージョンのサポート期限満了に伴い、本年度から来年度に

かけてサーバー用 OS 及びプログラミング言語のアップデートを実施する必要があり、

適切に対応する。 

なお、各種の機能改善については情報処理センターの利用者の利便性の向上や作業

効率性を高めるため、昨年度と同様に、システム仕様の改善や追加を随時行い、継続的

に改善を図ることとする。また、法令の改正に伴いシステム仕様の変更や追加等が必要

とされる場合には、適正、迅速に対応する予定である。 

 

参考として、昨年度の実績としては、以下の改善を行った。 

・ 銀行入金データ受信について ISDN 回線からインターネット回線に変更。 

・ 請求金額、振込先等の判りやすい請求書様式（PDF 自動発行）に改善。 

・ ログイン時にメールアドレス変更を促す不達メール対策仕様を搭載。 



・ メインメニューにおける ID ごとの前回ログイン履歴（日時）の表示。 

・ クラウド用リレーショナルデータベース管理システムのアップグレード。  

 

② システムの安定運用のための保守管理の実施 

 情報処理業務を実施するシステムは、これまでと同様に安定した運用を図るために高

いセキュリティで保護されたデータセンター内に構築し、外部からのアクセスは暗号化

された通信手段やファイアウォールによる接続制限を設けている。システムの開発、変

更、維持に関する運用管理の実務は外部委託による専門業者に一任し、JRECO からの

サーバーへの直接のアクセスも行えない仕組み（アクセスは Web 経由のみ）とするこ

とで、万一 JRECO 内の情報機器に不正アクセスやウィルス感染が発生した場合でも、

情報処理センターのシステムは隔離された環境としている。 

 委託先の運用管理者（専門業者）は、JRECO よりの要求に応じてシステムの開発や

変更を行うと共に、不具合発生時の対応やサーバーの CPU 使用率によりシステム運用

状況の監視を行っている。同運用管理者と JRECO とは、開発や仕様変更ならびに利用

者からの問い合わせ等に対応するため１〜２週に１度程度の頻度で照会や情報交換を行

っており、引き続き緊密に連携して安定運用を図ることとする。 

 なお、安定な運用について現時点では問題なく維持されており、設備能力も前述の通

り当面は拡充や能力向上を図る必要はないと考えられるので、特段の事情の変化がない

限り、本年度も現在と同様のシステム体制を維持・管理することで対応を行うこととす

る。 

 

（３）その他必要な事項に関する事項 

昨年度は、フロン排出抑制法の内容も含め情報処理センターの意義や利用方法の広報活

動を行い、情報処理センターの利用の普及・促進を図ってきた。 

 ・情報処理センターの利用に関する Web 説明会を計１０回開催（参加者数５１７名） 

（添付資料Ａ）、他にも利用者の要請に対する個別 Web 説明会の開催 

・フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイトの内容拡充（添付 

資料Ｂ） 

・動画配信サービスや SNS 媒体を利用した周知、広報活動の実施（添付資料Ｃ） 

 ・分かり易い提案説明書を作成し、製造業者、スーパー等小売業者、食品加工業者、ビル 

管理会社、大学、病院をはじめとする潜在利用者１００社以上に個別に接触し紹介や説

明を実施、また、関連団体及びその傘下の企業へ電話、メール等による周知、広報活動

を実施 

 ・大手上場企業等に SDGs（持続可能な開発目標）としてフロン類管理の CSR（ESG） 

報告書記載を啓発、法令遵守に関して CSR・環境関係の情報提供機関、弁護士事務所

と連携して周知活動を実施 

 ・業界紙等、関係団体（日設連・東冷協）会報への広告、記事掲載 

 ・情報処理センター利用者への情報メールの発信、情報提供サービスの強化 

 ・国へ検討資料用として、秘匿性を確保した形(統計データ)で RaMS データを提供 

  

 本年度においても、情報処理センター利用の一層の拡大にむけて昨年度同様に普及・広 

報活動を継続して行う。 



・Web 配信による説明会を随時開催 

 ・分かり易い資料での潜在利用者への個別紹介、説明 

・動画配信サービスや SNS 媒体を利用した情報発信 

・利用者の法人名、ロゴマークの公開、事例等の紹介（添付資料Ｄ） 

 ・業界紙等、雑誌への広告、記事掲載（添付資料Ｅ、Ｆ、Ｇ） 

 ・ポータルサイトのコンテンツ充実 

 

添付資料 

Ａ．令和４年度説明会 

 Ｂ．フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイト 

 Ｃ．動画配信チャンネル 

 Ｄ．利用法人名・ロゴマーク掲載 

 Ｅ．業界紙等広告、記事（空調タイムス、日刊工業新聞、日本経済新聞） 

 Ｆ．雑誌広告、記事（冷凍空調設備） 

 Ｇ．雑誌広告（東冷協だより） 

 

 

 



令和４年度 RaMS（冷媒管理システム）説明会 申込状況

セミナー番号 開催場所（都市名） 開催日 申込者数 残席数 定員数 受付状況 受講者数計

1 245 東京都（Web生配信） 2022/5/11 42 ▲ 2 40 終了 39

2 246 東京都（Web生配信） 2022/7/12 141 ▲ 41 100 終了 105

3 247 東京都（Web生配信） 2022/7/20 90 10 100 終了 70

4 248 東京都（Web生配信） 2022/9/5 58 42 100 終了 47

5 249 東京都（Web生配信） 2022/10/6 45 55 100 終了 43

6 250 東京都（Web生配信） 2022/11/10 75 25 100 終了 67

7 251 東京都（Web生配信） 2022/12/13 68 32 100 終了 62

8 252 東京都（Web生配信） 2023/1/18 37 63 100 終了 34

9 253 東京都（Web生配信） 2023/2/16 54 46 100 終了 50

10 254 東京都（Web生配信） 2023/3/23 2 98 100 受付中 0

合計 517

添付資料A

JRECOホームページ

（「フロン排出抑制法のポイントと冷媒管理システムRaMS」Web説明会）



 

 

 

フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイト （https://jreco-rams.jp） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｂ 



 

 

 

JRECO 動画配信チャンネル （https://www.youtube.com/@user-yh1wn8gx8y/videos） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｃ 



 

 

利用法人名・ロゴマーク掲載 （https://www.jreco.or.jp/rams_jirei.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｄ 



 

空調タイムス（2022 年 9 月 21 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｅ 



日刊工業新聞（2022 年 8 月 5 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本経済新聞（2022 年 6 月 1 日・朝刊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

冷凍空調設備（2022 年 11 月号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｆ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

東冷協だより（2022 年 9・10 月号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｇ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収支予算書（令和５年度計画）

自 令和　５年　４月 １日
至 令和　６年　３月31日

一般財団法人　日本冷媒・環境保全機構

（情報処理センター）

東京都港区芝公園３－５－８
機械振興会館４０６－２

添付資料２



情報処理センター(指定法人)

（単位：円）

令和5年度計画

500,000

500,000

0

0

500,000

250,000

177,596

427,596

427,596

0

72,404

72,404

500,000

  １．流動資産

予定貸借対照表

令和6年3月31日

その他会計

科        目

Ⅰ　資産の部

       負債合計

          現金預金

        流動資産合計

  ２．固定資産

          ソフトウェア

        固定資産合計

      資産合計

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

       　 預り金

          その他

        流動負債合計

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

  ２．一般正味財産

        正味財産合計

       負債及び正味財産合計



情報処理センター(指定法人)

その他会計 （単位：円）
科　　　　目 令和5年度計画

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

事業収益 385,000
受取補助金 0
雑収益 0

経常収益計 385,000
(2) 経常費用

事業費
人件費 60,186
会議・研修費 183
旅費交通費 756
通信運搬費 1,218
減価償却費 77,212
消耗品費 23
印刷製本費 438
広告宣伝費 15,797
銀行手数料 1,991
手数料その他 4,450
租税公課 173
諸謝金 321
外注費 0
調査費 0
自己負担金 0
委託費（システム保守費等） 65,839
コンサルタント料 0
図書費 0
雑費 0
管理費 15,946

経常費用計 244,533
評価損益等調整前当期経常増減額 140,467
評価損益等計 0
当期経常増減額 140,467

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0
税引前一般正味財産増減額 140,467
法人税・住民税及び事業税 0
当期一般正味財産増減額 140,467
一般正味財産期首残高 ▲ 68,063
一般正味財産期末残高 72,404

Ⅱ  指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0

Ⅲ  正味財産期末残高 72,404

予定正味財産増減計算書

令和5年 4月 1日から令和6年 3月31日まで
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